
 

 

  「令和元年 職員の給与等に関する報告及び勧告」の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
１ 職員給与と民間給与の比較 

(１) 職種別民間給与実態調査 

調査対象事業所は、企業規模５０人以上、かつ、事業所規模５０人以上の市内民間事業
所２２３事業所であり、そのうち人事院が無作為に抽出した８７事業所を実地調査 

(２) 職員給与と民間給与の比較結果 
＜月例給＞ 

民間従業員の給与 職員の給与（行政職(１)） 較差 

３７３，３００円 ３７３，０１３円 ２８７円(０.０８％) 

（行政職給料表(１)適用職員の平均年齢 39.4歳、平均経験年数 17.2年） 

＜特別給(ボーナス)＞ 

民間従業員の支給月数 職員の支給月数 差 

４.５１月分 ４.４５月分 ０.０６月分 

 

２ 給与改定等について 

(１) 月例給 

較差を解消するため、給料表（行政職給料表（１）、消防職給料表、医療職給料表、教
育職給料表及び学校事務職給料表）を若手職員について引上げ改定 

(２) 期末・勤勉手当 

・民間従業員の支給月数に見合うよう、年間支給月数を４.４５月分から４.５０月分に引上げ 

・引上げ分は勤勉手当に配分 

（３）住居手当 

   国の水準を踏まえ、手当の支給対象となる家賃額の下限を引上げ、手当額の上

限を引上げ 

(４) 実施時期 

平成３１年４月１日 

（ただし、期末・勤勉手当は令和元年１２月１日、住居手当は令和２年４月１日） 

 

３ 給与制度について 

任期付職員の給与水準等について 

   任期付職員の給与水準及び初任給基準について、常勤職員の水準を踏まえた取扱いをす
ることが必要 

 

本年の給与勧告のポイント 

①  月例給の引上げ 

職員給与が民間給与を２８７円(０.０８％)下回っているため、給料表を引上げ改定 

②  期末・勤勉手当（ボーナス）の引上げ 

支給月数４.４５月→４.５０月(０.０５月分)、勤勉手当に配分 

③  住居手当の見直し 

住居手当の支給対象となる家賃額の下限を引上げ、手当額の上限を引上げ   

令和元年１０月４日 

相模原市人事委員会 



 

４ 人事行政に関する報告 

(１) 人材の確保等 

ア 人材の確保 

・新卒学生の通年採用が拡大し、学生の就職活動の時期に変化も見込まれることから、
就職活動の動向についての情報収集を進めながら、適切な時期に本市の魅力や仕事に
関する情報が発信できるよう取り組むことが必要 

・専門的な知識や技術を持った人材の確保策も重要であることから、実情に応じた柔軟
な職員採用についても検討されたい 

イ 人材の育成 

・若手職員に対する継続的な研修や職員が主体的に能力開発に努め、長期的にモチベー
ションを維持・向上していける職場づくりが重要 

・職員個々の資質向上を目的とした自主研修グループなどへの更なる支援策について検
討することが必要 

ウ 人材の活用 

・専任職制度の運用状況及び効果を十分に検証しつつ、順次専門分野の拡大について検
討し、職員の適正や能力を最大限に発揮できる配属を進めることが必要 

(２) 勤務環境の整備 

ア ワーク・ライフ・バランスの推進 

・多様性を尊重し、男性職員に限らず全ての職員が容易にかつ長期に育児休業を取得で
きる職場環境を醸成することが重要 

・自らの仕事と生活をマネジメントすることでそれぞれの価値を高め、より良い結果を
実現するワーク・ライフ・マネジメントの意識が必要であることから、管理監督者は、
職員の意識改革に向けた取組を進めることが必要 

イ 職員の勤務環境の整備 

・障害のある職員と共に働く、同僚・上司の理解を深めるとともに、相談支援体制の充
実を図るなど、障害のある職員が活躍しやすい職場づくりをより一層推進することが必要 

・ＲＰＡやＡＩを活用した業務効率化を進めるとともに、ＩＣＴを活用した時間や場所
にとらわれない柔軟な働き方ができる仕組みを整え、労働生産性の向上に努めること
が必要 

ウ メンタルヘルス対策 

・長時間労働による面接指導や健康相談の対象者が、確実に面接指導や健康相談を利用
できるよう、職場内の共通理解の形成に努め、利用しやすい環境を整備することが必要 

エ ハラスメント対策 

・ハラスメント防止対策を継続するとともに、ハラスメントの発生する根本的な原因に
ついて深く考え、ハラスメントを根絶する意識を強く持つことが必要 

(３) 公務員を巡る諸課題 

ア 公務員倫理の確保 

・職員一人ひとりが、非違行為や事務処理ミスが市政に対する信頼を失うことを自覚す
るとともに、不祥事を絶対になくす意識を強く持ち、かつ、高い倫理観と使命感を持
って行動されたい 

イ 高齢期の雇用の在り方 

・引き続き希望者について年金の支給開始年齢までは再任用制度を活用することで、雇
用と年金の接続を図ることが必要 

・再任用職員の持つ豊富な知識と経験が最大限に発揮されるよう、任用の在り方につい
て検討を行いつつ、定年引上げを想定し、今後も国の動向を注視していくことが必要 

※参考 

【勧告どおり給与改定が実施された場合の平均年間給与】(行政職給料表(１)適用職員) 

改定前 改定後 増減 

６，１３４千円 ６，１５８千円 ２４千円(０.３９％) 


